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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 
(注) １ 売上高には、消費税等を含んでいません。 

２ 第144期中間期から、純資産額の算定にあたっては、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準適用指針第８号)を適用しています。 

３ 第144期中間期、第145期中間期および第144期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第143期中 第144期中 第145期中 第143期 第144期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 114,839 119,973 138,276 242,638 262,431

経常利益 (百万円) 8,164 9,981 11,303 18,319 23,205

中間(当期)純利益 (百万円) 5,093 5,790 6,585 11,316 13,379

純資産額 (百万円) 121,252 134,120 148,427 129,659 142,203

総資産額 (百万円) 271,828 275,545 296,998 277,052 295,083

１株当たり純資産額 (円) 410.35 452.26 500.57 438.15 479.60

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 18.80 19.60 22.30 39.32 45.30

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益

(円) 17.22 ― ― 37.53 ―

自己資本比率 (％) 44.6 48.5 49.8 46.8 48.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △476 4,312 2,712 12,941 13,990

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,066 △4,585 △6,557 △6,341 △9,797

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,979 △7,229 △2,936 △5,330 △9,728

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 21,444 24,517 20,823 31,926 26,906

従業員数 (名) 8,427 8,816 9,234 8,512 8,954

連結子会社数 (社) 60 66 71 60 69



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 
(注) １ 売上高には、消費税等を含んでいません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」および「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しています。 

３ 第144期中間期から、純資産額の算定にあたっては、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準適用指針第８号)を適用しています。 

  

回次 第143期中 第144期中 第145期中 第143期 第144期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 78,351 79,234 83,022 162,417 170,773

経常利益 (百万円) 5,671 5,745 6,273 10,692 11,655

中間(当期)純利益 (百万円) 4,205 3,651 4,744 7,442 3,324

資本金 (百万円) 26,648 26,648 26,648 26,648 26,648

発行済株式総数 (千株) 296,070 296,070 296,070 296,070 296,070

純資産額 (百万円) 105,725 111,669 113,601 109,822 110,539

総資産額 (百万円) 222,827 222,895 226,394 222,782 229,025

１株当たり配当額 (円) 3.50 3.50 4.00 7.00 8.00

自己資本比率 (％) 47.4 50.1 50.2 49.3 48.3

従業員数 (名) 3,104 3,132 3,142 3,085 3,110



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成19年９月30日現在) 

 
(注) 従業員数には、出向者、休職者、嘱託、臨時従業員を含んでいません。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成19年９月30日現在) 

 
(注) 従業員数には、出向者、休職者、嘱託、臨時従業員を含んでいません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

計測機器 5,030

医用機器 1,612

航空・産業機器 1,160

その他 706

全社(共通) 726

合計 9,234

従業員数(名) 3,142



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油・素材価格上昇の影響があったものの、企業収益の改善を背景と

した設備投資の増加などにより、景気は回復基調を持続しました。海外においては、米国経済はサブプライムローン

問題に伴う住宅市場の低迷が見られるものの、個人消費や企業部門の設備投資に支えられ、概ね堅調に推移しまし

た。また、欧州では景気は着実に回復しており、アジアでは中国等で景気拡大が続きました。 

 このような情勢のもとで、当社グループは、中期経営計画(平成17年４月～平成20年３月)の基本方針であるグロー

バル成長と生産・販売・サービス改革を中心とする事業構造改革を進めるとともに、顧客ニーズに対応した新製品の

拡販に注力いたしました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は 1,382億７千６百万円(前中間連結会計期間比 15.3％増)となりました。

また、海外売上高につきましては、557億７千８百万円(同 26.2％増)となりました。 

 損益面につきましては、営業利益は 124億９百万円(前中間連結会計期間比 10.3％増)、経常利益は 113億３百万円

(同 13.2％増)、中間純利益は 65億８千５百万円(同 13.7％増)となりました。  

  

事業の種類別セグメントの業績は、つぎのとおりであります。 

①計測機器事業 

国内市場は、民間設備投資が拡大基調で推移し、質量分析計、材料試験機などを中心に民需は堅調な動きとなり

ましたが、官公需が減少しました。海外市場につきましては、クロマトグラフ、質量分析計、光分析機器などの需

要が増加し、欧州および米州を中心に好調に推移しました。 

 この結果、当事業の売上高は 753億６千１百万円(前中間連結会計期間比 8.6％増)、営業利益は 117億６千万円

(同 0.2％増)となりました。  

  

②医用機器事業 

国内市場は、販売競争の激化により、Ｘ線テレビシステムなどが低調でありました。海外市場につきましては、

欧州および米州で好調でありました。 

 この結果、当事業の売上高は 255億７千２百万円(前中間連結会計期間比 8.8％増)、営業利益は９億４千５百万

円(同 22.5％減)となりました。   

  

③航空・産業機器事業 

航空機器は、補用部品等を中心に、国内市場は堅調でありました。海外市場につきましては、民間航空機需要が

回復し、好調に推移しました。産業機器は、国内市場では低調に推移したものの、海外市場につきましては、ター

ボ分子ポンプ、ガラスワインダー、太陽電池成膜装置などの需要が増加し、中国を中心とするアジアおよび北米で

好調でありました。 

 この結果、当事業全体の売上高は 337億９千２百万円(前中間連結会計期間比 37.0％増)、営業利益は 36億２千

５百万円(同 106.2％増)となりました。    

  

④その他の事業 

当事業の売上高は 35億５千万円（前中間連結会計期間比 47.4％増）、営業利益は８億９百万円（同 15.2％減）

となりました。 

  



所在地別セグメントの業績は、つぎのとおりであります。 

①日本 

国内市場で民間設備投資の回復による需要が堅調で、輸出につきましては好調に推移しました。この結果、売上

高は 953億３千９百万円(前中間連結会計期間比 10.9％増)、営業利益は 136億２千万円(同 11.0％増)となりまし

た。  

②米州 

計測機器・医用機器が好調に推移し、北米で航空・産業機器の需要増もあり、売上高は 135億１千７百万円(前中

間連結会計期間比 38.2％増)、営業利益は９億６千１百万円(同 74.7％増)となりました。 

③欧州 

計測機器・医用機器が好調に推移し、売上高は 101億円(前中間連結会計期間比 26.7％増)、営業利益は８億１百

万円(同 73.3％増)となりました。  

④アジア・オセアニア 

中国を中心に計測機器・産業機器が好調に推移し、売上高は 193億１千９百万円(前中間連結会計期間比 18.6％

増)、営業利益は 20億７百万円(同 29.8％増)となりました。  

  

(注) 事業の種類別セグメントおよび所在地別セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高を含んでいませ

ん。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 60億８千２百万円減少し、208億２千３

百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況はつぎのとおりであります。 

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により得られた資金は 27億１千２百万円となり、キャッシュ・フローは前中間連結会計期間に比べ 16

億円減少しました。  

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動で支出した資金は、前中間連結会計期間に比べ 19億７千２百万円増加し、65億５千７百万円となりまし

た。その主なものは、設備投資による支出 56億４千８百万円であります。  

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動で支出した資金は、前中間連結会計期間に比べ 42億９千３百万円減少し、29億３千６百万円となりまし

た。その主なものは、借入金の返済 11億９千４百万円(純額)および配当金の支払 13億２千７百万円の支出があっ

たことであります。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間における生産実績、受注実績および販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、つぎの

とおりであります。 

  

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(2) 受注実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(3) 販売実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

計測機器 76,513 8.8

医用機器 25,583 11.5

航空・産業機器 33,598 28.4

その他 3,558 46.7

合計 139,254 14.3

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

計測機器 77,788 13.9 32,219 29.5

医用機器 26,389 10.5 12,067 △2.5

航空・産業機器 31,992 24.3 28,212 △15.9

その他 4,053 27.6 2,391 15.8

合計 140,224 15.8 74,890 2.8

事業の種類別セグメントの名称 販売実績(百万円) 前年同期比(％)

計測機器 75,361 8.6

医用機器 25,572 8.8

航空・産業機器 33,792 37.0

その他 3,550 47.4

合計 138,276 15.3



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、主として当社が行っており、当社においては、先端的および基盤的な技術の研究

開発、製品化技術の研究開発を総合的、有機的に連携させ、運営しています。すなわち、ライフサイエンステクノロ

ジー、ナノテクノロジーなどの先端技術研究活動の成果を生かし、基盤事業としての計測機器事業、医用機器事業、

航空・産業機器事業に対する新製品開発を推進しています。 

また、子会社においては、独自に研究開発を行うほか、欧州の研究開発子会社において次世代の当社製品の核とな

る基盤要素技術の研究開発を行うなど積極的な研究開発に取組んでいます。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、40億２千７百万円であり、事業の種類別セグメントで見ます

と、計測機器事業では 18億２百万円、医用機器事業では 10億８千１百万円、航空・産業機器事業では ５億６千３百

万円であります。また、上記事業区分に配賦できない基礎的研究費等は ５億８千万円であります。 

当中間連結会計期間における主要な研究開発成果にはつぎのものがあります。 

  

＜計測機器事業＞ 

・ＤＮＡ／ＲＮＡ分析用マイクロチップ電気泳動装置 

 ＤＮＡ／ＲＮＡの試料サイズ分析に最適なＤＮＡ／ＲＮＡ分析用マイクロチップ電気泳動装置を開発しました。繰り

返し利用が可能な高機能マイクロチップの開発により、ＤＮＡ／ＲＮＡの試料サイズ分析で多く使われているアガロー

スゲル電気泳動と同等以下の低ランニングコストを達成しました。また、最大120回の分析登録に対応した完全自動化を

実現し、１分析あたり最短75秒の高速分析を達成しました。 

  

・紫外可視分光光度計 

 コンパクトなスタンドアローン型のダブルビーム紫外可視分光光度計を開発しました。通常は高級機に用いられるツ

ェルニー・ターナーマウント分光器の採用により、欧州薬局方で求められる高波長分解能を実現するとともに、低設置

面積を実現しました。さらに、自社開発の低迷光回折格子の採用により、当社従来比１／２の低迷光を実現しました。 

  

・精密万能試験機 

 材料の品質管理や新材料の開発に利用される高精度の精密万能試験機を開発しました。ノイズ対策を追求した新設計

のアンプと、リアルタイムでのリニアライズを可能とする高速計測・演算処理機能の搭載により、ロードセルのフルス

ケールから1／1000までの広い範囲で、±0.5％以内の精度での高精度の測定を実現しました。また、超高速サンプリン

グを実現し、試験時間の短縮とともに、セラミックスやガラスなどの脆性材料で突然生じる変形の観測も可能にしまし

た。 

  



・マイクロフォーカスＸ線透視装置 

 自動車産業向けにアルミダイカスト部品や樹脂部品の透視検査に適したマイクロフォーカスＸ線透視装置を開発しま

した。高出力のマイクロフォーカスＸ線源とＦＰＤ(フラットパネルディテクタ)の搭載により、ひずみやハレーション

のないクリアな画像を実現しました。また、観察する外観の３次元表示を利用した位置決め機能や、ステージの動きに

連動して観察注目点を追従するトラッキング機能などを搭載し、効率の良い作業環境を実現しました。さらに、検査位

置や計測条件などをあらかじめ登録する機能を標準装備し、繰返し観察や大面積検査物の観察の効率化を達成しまし

た。 

  

・オンラインＵＶ計 

 紫外吸収からＣＯＤ(化学的酸素要求量)を求めて水質の自動計測を行うＣＯＤ監視用オンラインＵＶ計を開発しまし

た。紫外線５種類と濁度補正用可視光の吸光度を同時測定し各波長の吸光度に重み付け係数をつけてＣＯＤ換算を行う

多波長吸光度測定法を開発し、紫外吸収とＣＯＤ値のより高い相関を実現しました。また、セル洗浄やゼロ・スパン校

正を自動化し、信頼性向上を実現しました。環境保全のための対策を強化している中国の排水規制への応用が期待され

ます。 

  

・固体グリーンレーザモジュール 

 建築現場において基準線を照射する墨出し機用の固体グリーンレーザモジュールを開発しました。グリーンレーザ

は、同一出力で赤色半導体レーザより高い視感度を持ちますが、温度環境に敏感であり、これまで安定動作の確保が困

難でした。写真印刷用途などで培ってきた固体レーザ技術と新規開発したマイクロチップ・レーザ素子の技術を応用

し、広範囲の温度環境下において、狭いビーム広がり角と高い偏光消光比光(振動方向が常に１平面に固定される度合

い)を実現しました。 

  

＜医用機器事業＞ 

・撮影専用ＦＰＤ搭載型一般撮影システム 

 直接変換方式ＦＰＤ(フラットパネルディテクタ)を搭載したフルデジタルの撮影専用ＦＰＤ搭載型一般撮影システム

を開発しました。撮影専用に開発した低消費電力、低ノイズの17インチ直接変換方式ＦＰＤの採用により、低線量にお

いても画質の向上を実現しました。また、直接変換方式ＦＰＤの超高精細画像の情報を有効に利用する画像処理エンジ

ンを搭載し、撮影画像の一層の高品位化を達成しました。さらに、操作性やシステム連動機能の向上による検査時間の

短縮を実現しました。 

  

・乳房Ｘ線撮影装置 

 直接変換方式ＦＰＤ(フラットパネルディテクタ)を搭載したフルデジタルの乳房Ｘ線撮影装置を開発しました。直接

変換方式ＦＰＤの採用により、微細部分の微妙なＸ線吸収差の抽出を可能としました。また、乳房の引き込み機能の搭

載により胸壁部までの診断を可能とし、ブラインドエリアの縮小を実現しました。さらに、乳腺の分布を推定してＸ線

の最適な線量制御を行うＡＥＣ(Auto Exposure Control)機能を搭載し、安定した画像の取得を実現しました。 

  



・小動物用ＰＥＴシステム 

 実験小動物を生きたまま継続的に評価可能な小動物用ＰＥＴ(陽電子放射断層撮影)システムを開発しました。ガンマ

線を光信号に変換するシンチレータに発光量が大きく発光減衰時間が短い素子を採用し、高感度化を実現しました。ま

た、シンチレータを２層構造に配置することで深さ方向の正確な位置情報の取得を可能にし、検出器をより近づけるこ

とが可能になり、高感度と高分解能の両立を実現しました。さらに、実験小動物の全身ダイナミック計測を可能とする

広視野を確保し、計測時間の大幅な短縮を実現しました。 

  

＜航空・産業機器事業＞ 

・ＥＣＲスパッタリング装置 

 ＤＶＤや光通信用半導体レーザ端面コートに用いるＥＣＲ(Electron Cyclotron Resonance)スパッタリング装置を開

発しました。高イオン化率のＥＣＲプラズマ源の採用により高速反応性成膜を実現し、また基板加熱が不要な低温・低

ダメージプロセスによって、結晶性に優れた成膜を実現しました。さらに、スパッタ源を２式採用することで多層成膜

への対応も実現しました。 

  

・ターボ分子ポンプ 

 次世代の半導体プロセス及び液晶プロセス向けのターボ分子ポンプを開発しました。タービン翼の改良により、Ａr排

気速度とＨ2排気速度の向上を達成しました。また、ロータ構造の見直しを行い、生成物の付着や腐食ガスの逆流に対す

る耐性強化を達成しました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 296,070,227 同左

東京証券取引所
(市場第１部) 
大阪証券取引所 
(市場第１部)

―

計 296,070,227 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年９月30日 － 296,070 － 26,648 － 35,188



(5) 【大株主の状況】 

(平成19年９月30日現在) 

 
(注) １ 所有株式数の千株未満は切捨てて表示しています。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数はつぎのとおりであります。 

 
３ フィデリティ投信株式会社から平成19年８月22日付けで大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成19

年８月15日現在でつぎのとおり株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間期末現在に

おける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成19年９月30日現在) 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 26,603 8.99

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 21,574 7.29

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内２丁目１－１
(東京都中央区晴海１丁目８―12 
晴海アイランド トリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟)

21,130 7.14

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 7,687 2.60

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 7,672 2.59

太陽生命保険株式会社 東京都港区海岸１丁目２－３ 7,411 2.50

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６
日本生命証券管理部内

6,182 2.09

全国共済農業協同組合連合会 
(常任代理人 日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社)

東京都千代田区平河町２丁目７－９
(東京都港区浜松町２丁目11－３)

5,847 1.97

株式会社京都銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社)

京都市下京区烏丸通松原上ル薬師前町
700 
(東京都中央区晴海１丁目８－12 
晴海アイランド トリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟)

4,922 1.66

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
(常任代理人 日本マスタート
ラスト信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目４－５
(東京都港区浜松町２丁目11－３)

4,605 1.56

計 ― 113,635 38.38

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 26,603千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 21,574千株

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門４丁目３－１
城山トラストタワー

19,090 6.45

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 824,000

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 292,820,000 292,820 ―

単元未満株式  
普通株式 2,426,227 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 296,070,227 ― ―

総株主の議決権 ― 292,820 ―



(注) １ 単元未満株式数には当社所有の自己株式 722株が含まれています。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 8,000株含まれていま

す。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれていま

す。 

  

② 【自己株式等】 

(平成19年９月30日現在) 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所(市場第１部)におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社島津製作所

京都市中京区 
西ノ京桑原町１番地

824,000 ― 824,000 0.28

計 ― 824,000 ― 824,000 0.28

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 1,067 1,238 1,323 1,415 1,443 1,204

低(円) 1,005 984 1,200 1,222 999 1,128



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しています。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中

間監査を受けています。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日現在)

前連結会計年度 
(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 25,094 21,373 27,626

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※1 77,306 88,854 89,151

 ３ 有価証券 88 275 109

 ４ たな卸資産 65,002 67,277 64,017

 ５ 繰延税金資産 6,937 6,787 7,020

 ６ その他 4,179 5,925 4,238

   貸倒引当金 △950 △734 △881

   流動資産合計 177,659 64.5 189,758 63.9 191,282 64.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※2、3

  (1) 建物及び構築物 28,114 32,271 31,965

  (2) 機械装置及び 
    運搬具

5,014 5,993 5,569

  (3) 土地 18,972 18,889 18,907

  (4) 建設仮勘定 2,642 1,364 115

  (5) その他 6,706 61,450 7,690 66,208 7,111 63,669

 ２ 無形固定資産 2,710 4,839 4,009

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 14,969 15,524 15,535

  (2) 長期貸付金 805 1,001 539

  (3) 繰延税金資産 13,386 13,466 13,598

  (4) その他 4,852 6,472 6,709

    貸倒引当金 △287 33,725 △272 36,192 △260 36,121

   固定資産合計 97,886 35.5 107,239 36.1 103,801 35.2

  資産合計 275,545 100.0 296,998 100.0 295,083 100.0



 

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日現在)

前連結会計年度 
(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※1 50,850 52,401 55,726

 ２ 短期借入金 ※2 9,433 6,878 7,460

 ３ １年内償還予定の 
   社債

― 15,000 ―

 ４ 未払金 8,293 12,397 10,617

 ５ 未払法人税等 3,391 5,079 5,183

 ６ 賞与引当金 5,400 5,668 5,871

 ７ 役員賞与引当金 165 206 271

 ８ その他 ※1、2 8,241 11,106 11,349

   流動負債合計 85,777 31.1 108,738 36.6 96,480 32.7

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 25,000 10,000 25,000

 ２ 長期借入金 ※2 2,130 2,689 3,092

 ３ 退職給付引当金 20,961 19,841 20,711

 ４ 役員退職慰労金 
   引当金

605 207 687

 ５ その他 ※2 6,951 7,093 6,908

   固定負債合計 55,647 20.2 39,832 13.4 56,399 19.1

  負債合計 141,425 51.3 148,571 50.0 152,880 51.8

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 26,648 9.7 26,648 9.0 26,648 9.0

 ２ 資本剰余金 35,188 12.8 35,188 11.9 35,188 11.9

 ３ 利益剰余金 69,841 25.3 81,616 27.5 76,396 25.9

 ４ 自己株式 △344 △0.1 △493 △0.2 △419 △0.1

   株主資本合計 131,334 47.7 142,960 48.2 137,814 46.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

5,163 1.9 5,167 1.7 5,464 1.9

 ２ 為替換算調整勘定 △2,909 △1.1 △338 △0.1 △1,649 △0.6

   評価・換算差額等 
   合計

2,254 0.8 4,829 1.6 3,815 1.3

Ⅲ 少数株主持分 532 0.2 637 0.2 573 0.2

  純資産合計 134,120 48.7 148,427 50.0 142,203 48.2

 負債純資産合計 275,545 100.0 296,998 100.0 295,083 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 119,973 100.0 138,276 100.0 262,431 100.0

Ⅱ 売上原価 71,621 59.7 84,556 61.2 159,107 60.6

   売上総利益 48,352 40.3 53,720 38.8 103,323 39.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 37,100 30.9 41,310 29.8 78,042 29.8

   営業利益 11,251 9.4 12,409 9.0 25,280 9.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 99 139 284

 ２ 受取配当金 77 114 120

 ３ 受取保険金 48 101 288

 ４ 不動産等賃貸料 70 45 112

 ５ 貸倒引当金戻入益 ― 170 ―

 ６ その他 497 793 0.6 413 985 0.7 936 1,742 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 325 342 717

 ２ たな卸資産処分損 570 658 1,353

 ３ 為替差損 150 165 316

 ４ 製品補償費用 243 ― ―

 ５ その他 772 2,063 1.7 925 2,091 1.5 1,430 3,817 1.5

   経常利益 9,981 8.3 11,303 8.2 23,205 8.8

Ⅵ 特別利益

 １ 子会社清算益 ― 246 ―

 ２ 固定資産売却益 ※2 7 9 30

 ３ 貸倒引当金戻入益 206 ― 206

 ４ 投資有価証券売却益 68 282 0.2 ― 256 0.2 68 305 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※3 123 306 439

 ２ 投資有価証券評価損 107 1 120

 ３ 過年度特許料 534 766 0.6 ― 307 0.3 534 1,094 0.4

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

9,498 7.9 11,251 8.1 22,416 8.5

   法人税、住民税及び 
   事業税

2,928 4,018 8,684

   法人税等調整額 749 3,677 3.1 622 4,641 3.3 297 8,981 3.4

   少数株主利益 29 0.0 23 0.0 55 0.0

   中間(当期)純利益 5,790 4.8 6,585 4.8 13,379 5.1



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

株主資本 評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産
合計

資本金
資本 

剰余金
利益

剰余金
自己株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換 
算差額等 
合計

平成18年３月31日残高(百万円) 26,648 35,188 65,322 △304 126,855 5,750 △2,946 2,803 507 130,166

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,033 △1,033 △1,033

 利益処分による役員賞与 △228 △228 △228

 連結子会社増加による 
 利益剰余金減少高

△9 △9 △9

 中間純利益 5,790 5,790 5,790

 自己株式の取得 △40 △40 △40

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― △587 37 △549 24 △524

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 4,519 △40 4,478 △587 37 △549 24 3,954

平成18年９月30日残高(百万円) 26,648 35,188 69,841 △344 131,334 5,163 △2,909 2,254 532 134,120

株主資本 評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産
合計

資本金
資本 

剰余金
利益

剰余金
自己株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換 
算差額等 
合計

平成19年３月31日残高(百万円) 26,648 35,188 76,396 △419 137,814 5,464 △1,649 3,815 573 142,203

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △1,328 △1,328 △1,328

 連結子会社増加による 
 利益剰余金減少高

△37 △37 △37

 中間純利益 6,585 6,585 6,585

 自己株式の取得 △73 △73 △73

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― △297 1,311 1,014 64 1,078

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 5,219 △73 5,145 △297 1,311 1,014 64 6,223

平成19年９月30日残高(百万円) 26,648 35,188 81,616 △493 142,960 5,167 △338 4,829 637 148,427



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

  

株主資本 評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産
合計

資本金
資本 

剰余金
利益

剰余金
自己株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換 
算差額等 
合計

平成18年３月31日残高(百万円) 26,648 35,188 65,322 △304 126,855 5,750 △2,946 2,803 507 130,166

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △2,067 △2,067 △2,067

 利益処分による役員賞与 △228 △228 △228

 連結子会社増加による 
 利益剰余金減少高

△9 △9 △9

 当期純利益 13,379 13,379 13,379

 自己株式の取得 △114 △114 △114

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

― △285 1,297 1,011 66 1,077

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 11,074 △114 10,959 △285 1,297 1,011 66 12,037

平成19年３月31日残高(百万円) 26,648 35,188 76,396 △419 137,814 5,464 △1,649 3,815 573 142,203



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 9,498 11,251 22,416

 ２ 減価償却費 2,394 2,851 5,156

 ３ 貸倒引当金の増減額(減少：△) △219 △151 △346

 ４ 賞与引当金の増減額(減少：△) △125 △202 344

 ５ 役員賞与引当金の増減額(減少：△) 165 △64 271

 ６ 退職給付引当金の増減額(減少：△) 274 △869 16

 ７ 受取利息及び受取配当金 △177 △254 △404

 ８ 支払利息 325 342 717

 ９ 為替差損益(差益：△) △4 13 △11

 10 投資有価証券の売却及び 
   評価損益(益：△)

39 1 52

 11 有形固定資産の売却及び 
   除却損益(益：△)

115 296 408

 12 売上債権の増減額(増加：△) 2,254 1,127 △8,057

 13 たな卸資産の増減額(増加：△) △4,926 △2,219 △2,839

 14 仕入債務の増減額(減少：△) 1,058 △4,056 3,984

 15 その他 △2,689 △1,055 152

小計 7,983 7,011 21,860

 16 利息及び配当金の受取額 183 256 409

 17 利息の支払額 △335 △343 △704

 18 法人税等の支払額 △3,518 △4,211 △7,574

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

4,312 2,712 13,990

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有価証券の取得による支出 ― △235 ―

 ２ 有価証券の売却による収入 44 107 91

 ３ 固定資産の取得による支出 △3,923 △5,648 △9,342

 ４ 固定資産の売却による収入 137 184 319

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △1,147 △619 △1,290

 ６ 投資有価証券の売却による収入 153 ― 133

 ７ 貸付けによる支出 △15 △506 △29

 ８ 貸付金の回収による収入 64 44 145

 ９ 営業譲受けによる収入 ※１ ― ― 508

 10 その他 100 115 △332

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△4,585 △6,557 △9,797

  



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 811 455 1,301

 ２ 短期借入金の返済による支出 △2,175 △1,384 △4,737

 ３ 長期借入れによる収入 660 200 1,901

 ４ 長期借入金の返済による支出 △5,448 △465 △5,894

 ５ コマーシャルペーパーの発行 
   による収入

― 4,000 7,000

 ６ コマーシャルペーパーの償還 
   による支出

― △4,000 △7,000

 ７ 配当金の支払額 △1,030 △1,327 △2,069

 ８ 少数株主への配当金の支払額 △5 △7 △16

 ９ 建設協力金の返還による支出 ― △333 △98

 10 その他 △40 △73 △114

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△7,229 △2,936 △9,728

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△16 592 403

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  (減少：△)

△7,519 △6,188 △5,130

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 31,926 26,906 31,926

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金 
  同等物の増加額

110 106 110

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※２ 24,517 20,823 26,906



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社は66社でありま

す。

   主要な連結子会社名

   島津メクテム(株)、(株)島津

理化、(株)島津テクノリサー

チ、島津システムソリューシ

ョンズ(株)、島津サイエンス

東日本(株)、島津サイエンス

西日本(株)、島津メディカル

システムズ(株)、島津エミッ

ト(株)、(株)島津インターナ

ショナル、シマヅ サイエン

ティフィック インスツルメ

ンツ インク(アメリカ)、シ

マヅ プレシジョン インスツ

ルメンツ インク(アメリ

カ)、クレイトス グループ 

ピーエルシー(イギリス)、シ

マヅ オイローパ ゲーエムベ

ーハー(ドイツ)、シマヅ(エ

イシア パシフィック)プライ

ベイト リミテッド(シンガポ

ール)、島津（香港）有限公

司（中国）

   なお、島津エイテック(株)ほ

か４社については、重要性を

勘案して、連結の範囲に加え

ています。 

また、シマヅ ディー オー 

オー(クロアチア)について

は、当中間連結会計期間にお

いて新たに設立したことによ

り連結の範囲に加えていま

す。

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社は71社でありま

す。

   主要な連結子会社名

   島津メクテム(株)、(株)島津

理化、(株)島津テクノリサー

チ、島津システムソリューシ

ョンズ(株)、島津サイエンス

東日本(株)、島津サイエンス

西日本(株)、島津メディカル

システムズ(株)、島津エミッ

ト(株)、(株)島津インターナ

ショナル、シマヅ サイエン

ティフィック インスツルメ

ンツ インク(アメリカ)、シ

マヅ プレシジョン インスツ

ルメンツ インク(アメリ

カ)、クレイトス グループ 

ピーエルシー(イギリス)、シ

マヅ オイローパ ゲーエムベ

ーハー(ドイツ)、シマヅ(エ

イシア パシフィック)プライ

ベイト リミテッド(シンガポ

ール)、島津（香港）有限公

司（中国）

   なお、島津（広州）検測技術

有限公司（中国）ほか1社に

ついては、重要性を勘案し

て、連結の範囲に加えていま

す。

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社は69社でありま

す。

   主要な連結子会社名

   島津メクテム(株)、(株)島津

理化、(株)島津テクノリサー

チ、島津システムソリューシ

ョンズ(株)、島津サイエンス

東日本(株)、島津サイエンス

西日本(株)、島津メディカル

システムズ(株)、島津エミッ

ト(株)、(株)島津インターナ

ショナル、シマヅ サイエン

ティフィック インスツルメ

ンツ インク(アメリカ)、シ

マヅ プレシジョン インスツ

ルメンツ インク(アメリ

カ)、クレイトス グループ 

ピーエルシー(イギリス)、シ

マヅ オイローパ ゲーエムベ

ーハー(ドイツ)、シマヅ(エ

イシア パシフィック)プライ

ベイト リミテッド(シンガポ

ール)、島津（香港）有限公

司（中国）

   なお、島津エイテック(株)ほ

か４社については、重要性を

勘案して、連結の範囲に加え

ています。 

また、(株)鯨屋ほか３社につ

いては、当連結会計年度にお

いて新たに設立したことによ

り連結の範囲に加えていま

す。

 (2) 非連結子会社５社(シマヅ

フィリピン エステート イン

ク他)の総資産合計額、売上

高合計額、中間純損益の額お

よび利益剰余金のうち持分に

見合う額のそれぞれの合計額

は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響をおよぼして

いませんので、連結の範囲か

ら除いています。

 (2) 非連結子会社７社(シマヅ

フィリピン エステート イン

ク他)の総資産合計額、売上

高合計額、中間純損益の額お

よび利益剰余金のうち持分に

見合う額のそれぞれの合計額

は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響をおよぼして

いませんので、連結の範囲か

ら除いています。

 (2) 非連結子会社７社(シマヅ

フィリピン エステート イ

ンク他)の総資産合計額、売

上高合計額、当期純損益の額

および利益剰余金のうち持分

に見合う額のそれぞれの合計

額は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響をおよぼしてい

ませんので、連結の範囲から

除いています。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 持分法の適用に関する事項

  非連結子会社５社および関連会

社３社(ドンイル シマヅ コー

ポレーション他)に対する投資

については、これらの会社の中

間純損益の額および利益剰余金

のうち持分に見合う額のそれぞ

れの合計額の中間連結損益およ

び利益剰余金に与える影響が軽

微でありますので、持分法を適

用せず原価法で評価していま

す。

２ 持分法の適用に関する事項

  非連結子会社７社および関連会

社４社(ドンイル シマヅ コー

ポレーション他)に対する投資

については、これらの会社の中

間純損益の額および利益剰余金

のうち持分に見合う額のそれぞ

れの合計額の中間連結損益およ

び利益剰余金に与える影響が軽

微でありますので、持分法を適

用せず原価法で評価していま

す。

２ 持分法の適用に関する事項

  非連結子会社７社および関連会

社３社(ドンイル シマヅ コー

ポレーション他)に対する投資

については、これらの会社の当

期純損益の額および利益剰余金

のうち持分に見合う額のそれぞ

れの合計額の連結損益および利

益剰余金に与える影響が軽微で

ありますので、持分法を適用せ

ず原価法で評価しています。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  在外連結子会社35社の中間決算

日は、６月30日であります。

  中間連結財務諸表の作成にあた

り中間連結決算日との差異が３

ヵ月以内であるため、同中間決

算日現在の中間財務諸表を用い

ており、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引がある場合

は、連結上必要な調整をおこな

っています。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  在外連結子会社39社の中間決算

日は、６月30日であります。

  中間連結財務諸表の作成にあた

り中間連結決算日との差異が３

ヵ月以内であるため、同中間決

算日現在の中間財務諸表を用い

ており、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引がある場合

は、連結上必要な調整をおこな

っています。

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

  在外連結子会社37社の決算日

は、12月31日であります。

  連結財務諸表の作成にあたり連

結決算日との差異が３ヵ月以内

であるため、同決算日現在の財

務諸表を用いており、連結決算

日との間に生じた重要な取引が

ある場合は、連結上必要な調整

をおこなっています。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準および

評価方法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準および

評価方法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準および

評価方法

  ① 有価証券 

    (満期保有目的の債券)

償却原価法(定額法)によっ

ています。

  ① 有価証券 

    (満期保有目的の債券)

同左

  ① 有価証券 

    (満期保有目的の債券)

同左

    (その他有価証券)

時価のあるもの：

中間期末日の市場価格等に

基づく時価法によっていま

す。(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定しています。)

    (その他有価証券)

時価のあるもの： 

同左

    (その他有価証券)

時価のあるもの：

期末日の市場価格等に基づ

く時価法によっています。

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定

しています。)

時価のないもの： 

移動平均法による原価法に

よっています。

時価のないもの：

同左

時価のないもの：

同左

  ② デリバティブ 

    時価法によっています。

  ② デリバティブ

同左

  ② デリバティブ

同左

  ③ たな卸資産 

    (製品、商品)

当社は移動平均法による原

価法、国内連結子会社につ

いては主に 終仕入原価

法、在外連結子会社につい

ては主に先入先出法による

低価法を採用しています。

  ③ たな卸資産

    (製品、商品)

同左

  ③ たな卸資産

    (製品、商品)

同左



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

    (原材料、半製品、貯蔵品)

    主として移動平均法による

原価法

    (原材料、半製品、貯蔵品)

同左

    (原材料、半製品、貯蔵品)

同左

    (仕掛品)

    主として個別法による原価

法

    (仕掛品)

同左

    (仕掛品)

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

    当社および国内連結子会社

は、主として建物は定額

法、その他については定率

法、在外連結子会社は、定

額法により償却していま

す。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～75年

機械装置及び 
運搬具

４～17年

その他 
(工具器具備品)

２～15年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

    当社および国内連結子会社

は、主として建物は定額

法、その他については定率

法、在外連結子会社は、定

額法により償却していま

す。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～75年

機械装置及び
運搬具

４～17年

その他
(工具器具備品)

２～15年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

    当社および国内連結子会社

は、主として建物は定額

法、その他については定率

法、在外連結子会社は、定

額法により償却していま

す。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～75年

機械装置及び 
運搬具

４～17年

その他
(工具器具備品)

２～15年

   （会計方針の変更） 

当社および一部の国内連結子

会社は、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間よ

り、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更して

います。この変更に伴い、従

来の方法によった場合と比較

して、営業利益、経常利益お

よび税金等調整前中間純利益

がそれぞれ 42百万円減少し

ています。なお、セグメント

情報に与える影響は、当該箇

所に記載しています。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   （追加情報） 

当社および一部の国内連結子

会社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に

取得した有形固定資産につい

ては、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達し

た連結会計年度の翌連結会計

年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上してい

ます。この変更に伴い、従来

の方法によった場合と比較し

て、営業利益、経常利益およ

び税金等調整前中間純利益が

それぞれ 94百万円減少して

います。なお、セグメント情

報に与える影響は、当該箇所

に記載しています。

  ② 無形固定資産 

定額法によっています。 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、自社にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっていま

す。

  ② 無形固定資産 

        同左

  ② 無形固定資産 

        同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    金銭債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しています。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

  ② 賞与引当金

    当社および国内連結子会社

は、従業員の賞与支給に充

てるため、支給見込額のう

ち当中間連結会計期間の負

担額を計上しています。

  ② 賞与引当金

    同左

  ② 賞与引当金

    当社および国内連結子会社

は、従業員の賞与支給に充

てるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額

を計上しています。

  ③ 役員賞与引当金

当社および国内連結子会社

は、役員の賞与支給に充て

るため、当連結会計年度に

係る支給見込額に基づき、

当中間連結会計期間の負担

額を計上しています。

  ③ 役員賞与引当金

同左

  ③ 役員賞与引当金

当社および国内連結子会社

は、役員の賞与支給に充て

るため、支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を

計上しています。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ④ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上していま

す。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により費

用処理しています。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により

翌連結会計年度から費用処

理することにしています。

なお、英国の連結子会社の

うち２社は、英国の退職給

付に係る会計基準(FRS17)

を適用しています。

  ④ 退職給付引当金

同左

  ④ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき

計上しています。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により費

用処理しています。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により

翌連結会計年度から費用処

理することにしています。

なお、英国の連結子会社の

うち２社は、英国の退職給

付に係る会計基準(FRS17)

を適用しています。

  ⑤ 役員退職慰労金引当金 

当社および国内連結子会社

８社は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規

に基づく当中間連結会計期

間末要支給額を計上してい

ます。

  ⑤ 役員退職慰労金引当金 

国内連結子会社32社は、役

員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく当

中間連結会計期間末要支給

額を計上しています。

  ⑤ 役員退職慰労金引当金 

当社および国内連結子会社

12社は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規

に基づく当連結会計年度末

要支給額を計上していま

す。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   （追加情報）

当社は、平成19年５月10日開

催の取締役会において第144

期定時株主総会終結の時をも

って役員退職慰労金制度を廃

止する事を決議しました。ま

た、従来の役員退職慰労金制

度に基づく制度廃止日(同定

時株主総会終結日)までの在

任期間に応じた役員退職慰労

金については、同定時株主総

会で打切り支給の議案を決議

しており、支給の時期は取締

役および監査役のそれぞれの

退任時としています。 

そのため、前連結会計年度末

において計上されていた役員

退職慰労金引当金を当中間連

結会計期間より固定負債の

「その他」に振り替えていま

す。なお、当中間連結会計期

間末において固定負債の「そ

の他」に含まれている役員退

職慰労金の未払額は463百万

円です。

 (4) 重要な外貨建の資産または負

債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。な

お、在外子会社の資産および

負債は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、

収益および費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為

替換算調整勘定および少数株

主持分に含めています。

 (4) 重要な外貨建の資産または負

債の本邦通貨への換算の基準 

同左

 (4) 重要な外貨建の資産または負

債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。なお、

在外子会社の資産および負債

は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益およ

び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調

整勘定および少数株主持分に

含めています。

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

  ① 消費税等の会計処理は税抜 

        方式によっています。 

    ② 連結納税制度を適用してい 

        ます。

  ① 同左 

  

  ② 同左

  ① 同左   

 

   ② 同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金および容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなっています。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっています。



  
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 役員賞与に関する会計基準 

当中間連結会計期間から「役員

賞与に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年11月

29日 企業会計基準第４号)を適

用しています。この結果、従来

の方法に比べて、営業利益、経

常利益および税金等調整前中間

純利益が、それぞれ165百万円

減少しています。

──────
１ 役員賞与に関する会計基準 

当連結会計年度から「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第４号)を適用

しています。この結果、従来の

方法に比べて、営業利益、経常

利益および税金等調整前当期純

利益が、それぞれ 271百万円減

少しています。

２ 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等 

当中間連結会計期間から「貸借

対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号)および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しています。

これによる損益に与える影響は

ありません。 

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は133,588百

万円であります。 

中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間にお

ける中間連結財務諸表は、改正

後の中間連結財務諸表規則によ

り作成しています。

２ 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等 

当連結会計年度から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号)および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第

８号)を適用しています。これ

による損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は141,629百

万円であります。 

連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連

結財務諸表は、改正後の連結財

務諸表規則により作成していま

す。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間連結損益計算書）

────────  １ 貸倒引当金戻入益 

営業外収益の「貸倒引当金戻入益」は、営業外収

益の合計額の100分の10を超えたため、区分掲記し

ています。なお、前中間連結会計期間における当

該科目の金額は 12百万円であります。 

 

 ２ 製品補償費用 

前中間連結会計期間に区分掲記していた「製品補

償費用」（当中間連結会計期間 27百万円）は、営

業外費用の合計額の100分の10以下であるため、営

業外費用の「その他」に含めて表示しています。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日現在)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日現在)

前連結会計年度 
(平成19年３月31日現在)

※１ 中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日を

もって決済処理をしていま

す。 

なお、当中間期末日は金融機

関の休日であったため、つぎ

の中間期末日満期手形が中間

期末残高に含まれています。

受取手形 3,033百万円

支払手形 2,947

流動負債・ 

その他(設備 

関係支払手形)

817

※１ 中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日を

もって決済処理をしていま

す。 

なお、当中間期末日は金融機

関の休日であったため、つぎ

の中間期末日満期手形が中間

期末残高に含まれています。

受取手形 2,141百万円

支払手形 1,268

流動負債・ 

その他(設備 

関係支払手形)

70
 

※１ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理をしています。 

なお、当期末日は金融機関の

休日であったため、つぎの期

末日満期手形が当期末残高に

含まれています。

受取手形 1,465百万円

支払手形 1,850

流動負債・ 

その他(設備 

関係支払手形)

386

※２ つぎの資産を短期借入金65百

万円、流動負債・その他(預

り金)431百万円、長期借入金

551百万円、固定負債・その

他(長期預り金)6,735百万円

の担保に供しています。

建物 5,867百万円

土地 536

※２ つぎの資産を短期借入金60百

万円、流動負債・その他(預

り金)431百万円、長期借入金

491百万円、固定負債・その

他(長期預り金)6,303百万円

の担保に供しています。

建物 5,572百万円

土地 479

※２ つぎの資産を短期借入金60百

万円、流動負債・その他(預

り金)431百万円、長期借入金

521百万円、固定負債・その

他(長期預り金)6,637百万円

の担保に供しています。

建物 5,729百万円

土地 536

※３ 有形固定資産の減価償却累計

額 61,266百万円

※３ 有形固定資産の減価償却累計

額 63,591百万円

※３ 有形固定資産の減価償却累計

額 62,265百万円

 

 ４ 偶発債務(債務保証)

  (1) (株)京都環境保全公社の銀

行借入金 679百万円

    なお、(株)京都環境保全公

社の銀行借入金について

は、他社６社を含めた７社

による連帯保証であり、そ

の全額を記載しています。

    また、連帯保証会社７社間

の協定に基づく当社の負担

額は97百万円であります。

 

 ４ 偶発債務(債務保証)

  (1) (株)京都環境保全公社の銀

行借入金 574百万円

    なお、(株)京都環境保全公

社の銀行借入金について

は、他社６社を含めた７社

による連帯保証であり、そ

の全額を記載しています。

    また、連帯保証会社７社間

の協定に基づく当社の負担

額は82百万円であります。

 

 ４ 偶発債務(債務保証)

  (1) (株)京都環境保全公社の銀

行借入金 574百万円

    なお、(株)京都環境保全公

社の銀行借入金について

は、他社６社を含めた７社

による連帯保証であり、そ

の全額を記載しています。

    また、連帯保証会社７社間

の協定に基づく当社の負担

額は82百万円であります。

 

  (2) 従業員に対する銀行の住宅

融資 21百万円
 

  (2) 従業員に対する銀行の住宅

融資 15百万円
 

  (2) (名)蛇の目不動産の借入金

18百万円

    なお、(名)蛇の目不動産の

(株)整理回収機構からの借

入金については、連結子会

社の(株)鯨屋が保証してい

ます。

  (3) 従業員に対する銀行の住宅

融資 19百万円

 ５ 受取手形割引高および裏書譲

渡高

受取手形割引高 598百万円

受取手形裏書 
譲渡高

3

 ５ 受取手形割引高および裏書譲

渡高

受取手形割引高 581百万円

受取手形裏書
譲渡高

9

 ５ 受取手形割引高および裏書譲

渡高

受取手形割引高 599百万円

受取手形裏書 
譲渡高

18



(中間連結損益計算書関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額はつぎ

のとおりであります。

給料手当 12,089百万円

賞与引当金繰入
額

2,258

役員賞与引当金
繰入額

165

退職給付費用 739

役員退職慰労金
引当金繰入額

82

貸倒引当金繰入
額

62

研究開発費 3,871

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額はつぎ

のとおりであります。

給料手当 13,086百万円

賞与引当金繰入
額

2,464

役員賞与引当金
繰入額

206

退職給付費用 622

役員退職慰労金
引当金繰入額

37

貸倒引当金繰入
額

22

研究開発費 4,027

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額はつぎ

のとおりであります。

給料手当 26,636百万円

賞与引当金繰入
額

2,565

役員賞与引当金
繰入額

271

退職給付費用 1,382

役員退職慰労金
引当金繰入額

158

貸倒引当金繰入
額

215

研究開発費 8,600

 

※２ 固定資産売却益の内容はつぎ

のとおりであります。

有形固定資産・
その他(工具器
具備品)等

7百万円

合計 7

 

※２ 固定資産売却益の内容はつぎ

のとおりであります。

機械装置及び
運搬具

4百万円

有形固定資産・
その他(工具器
具備品)

5

合計 9

※２ 固定資産売却益の内容はつぎ

のとおりであります。

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び 
運搬具

4

有形固定資産・
その他(工具器
具備品)

21

合計 30

 

※３ 固定資産処分損の内容はつぎ

のとおりであります。

建物及び構築物 61百万円

機械装置及び 
運搬具

4

有形固定資産・
その他(工具器
具備品)

58

合計 123
 

※３ 固定資産処分損の内容はつぎ

のとおりであります。

建物及び構築物 232百万円

機械装置及び
運搬具

38

有形固定資産・
その他(工具器
具備品)

34

合計 306

※３ 固定資産処分損の内容はつぎ

のとおりであります。

建物及び構築物 149百万円

機械装置及び 
運搬具

69

有形固定資産・
その他(工具器
具備品)

137

土地 83

合計 439



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加 48,758株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

 
  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加 59,723株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

 
  

前連結会計年度末 
株式数(株)

当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
  株式数(株)

発行済株式

 普通株式 296,070,227 ― ― 296,070,227

自己株式

 普通株式 643,251 48,758 ― 692,009

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 

 定時株主総会
普通株式 1,033 3.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月８日 

  取締役会
普通株式 1,033 利益剰余金 3.50 平成18年９月30日 平成18年12月８日

前連結会計年度末 
株式数(株)

当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 296,070,227 － － 296,070,227

自己株式

 普通株式 764,999 59,723 － 824,722

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 

 定時株主総会
普通株式 1,328 4.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月９日 

  取締役会
普通株式 1,180 利益剰余金 4.00 平成19年９月30日 平成19年12月10日



次へ 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

 
  

２ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前連結会計年度末 
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 296,070,227 ― ― 296,070,227

自己株式

 普通株式 643,251 121,748 ― 764,999

 (注)普通株式の自己株式の株式数の増加 121,748株は、単元未満株式の買取による増加であります。

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 

 定時株主総会
普通株式 1,033 3.50 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月８日 

  取締役会
普通株式 1,033 3.50 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 

 定時株主総会
普通株式 1,328 利益剰余金 4.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ ──── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金勘定

25,094百万円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金 △576

現金及び現金同等物

24,517

※１ ──── 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金勘定

21,373百万円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金 △549

現金及び現金同等物

20,823

 

※１ 新たに設立した子会社が営業

譲受けした資産及び負債の主

な内訳

流動資産 1,081百万円

固定資産 428

流動負債 △ 1,295

固定負債 △ 214

営業譲受対価 ―

上記流動資産
のうち現金及
び現金同等物

508

※２ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定

27,626百万円

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金 △720

現金及び現金同等物

26,906



(リース取引関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具

1,462 676 785

工具器具 
備品等

1,599 876 723

合計 3,061 1,552 1,509

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具

1,491 874 617

工具器具 
備品等

1,378 689 689

合計 2,870 1,563 1,307

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび期末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

機械装置及
び運搬具

1,460 783 677

工具器具
備品等

1,527 740 786

合計 2,988 1,524 1,464

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 478百万円

１年超 1,030

合計 1,509

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 474百万円

１年超 833

合計 1,307

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 479百万円

１年超 984

合計 1,464

 (3) 支払リース料および減価償却

費相当額

支払リース料 255百万円

減価償却費相当額 255

 (3) 支払リース料および減価償却

費相当額

支払リース料 254百万円

減価償却費相当額 254

 (3) 支払リース料および減価償却

費相当額

支払リース料 515百万円

減価償却費相当額 515

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

定額法

   なお、上記のうち、取得価額

相当額、未経過リース料中間

期末残高相当額の算定は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっていま

す。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   同左

   

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

定額法

   なお、上記のうち、取得価額

相当額、未経過リース料期末

残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法によっています。

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

  未経過リース料

１年内 362百万円

１年超 484

合計 847

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

  未経過リース料

１年内 473百万円

１年超 453

合計 927

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

  未経過リース料

１年内 400百万円

１年超 364

合計 764

（貸主側）

  未経過リース料

１年内 950百万円

１年超 6,016

合計 6,966

（貸主側）

  未経過リース料

１年内 963百万円

１年超 5,080

合計 6,043

（貸主側）

  未経過リース料

１年内 968百万円

１年超 5,560

合計 6,528



次へ 

(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

前連結会計年度(平成19年３月31日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 210 204 △5

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 5,575 14,269 8,694

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 377

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 306 304 △2

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 5,880 14,577 8,697

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 423

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 169 167 △2

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 5,577 14,777 9,200

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 375



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

(1) 通貨関連 

 
(注) １ 上記契約額等の(  )内の金額は契約額であります。 

   ２ 時価の算定は、デリバティブ取引契約を締結している取引銀行から提示された価格によっています。 

  

(2) 金利関連 

 
(注) １ 上記契約額等の(  )内の金額はオプション料であります。 

２ 時価の算定は、デリバティブ取引契約を締結している取引銀行から提示された価格によっています。 

  

  

  

区分 種類

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日現在)

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日現在)

前連結会計年度 
(平成19年３月31日現在)

契約額等 
(百万円)

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 

(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等 
のうち 
１年超 

(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引 
以外の取引

為替予約取引

売建

千米ドル 千米ドル 千米ドル

米ドル
30,000
(3,453)

― ―
(3,502)

―
(△48)

20,649
(2,413)

― ―
(2,368)

―
(44)

28,000
(3,296)

― 
 

―
(3,278)

―
(18)

千ユーロ 千ユーロ 千ユーロ

ユーロ
7,500
(1,098)

― ―
(1,116)

―
(△17)

7,000
(1,144)

― ―
(1,135)

―
(8)

8,000
(1,240)

─ 
 

―
(1,250)

―
(△9)

買建

千米ドル 千米ドル 千米ドル

米ドル
531
(61)

─ ―
(61)

―
(―)

971
(123)

― ―
(119)

―
(△4)

651
(80)

― 
 

―
(77)

―
(△3)

千ユーロ 千ユーロ

ユーロ
5

(―)
─ ―

(―)
―

 (―)
― ― ― ― 7

(1)
─ 

 
─
(1)

─
(―)

千スイス
フラン

スイス 
フラン

68
(7)

─ ―
(7)

―
(―)

― ― ― ― ─ ─ 
 

─ 
 

― 

千ポンド

ポンド
106
(22)

─ ─
(22)

─
(―)

― ― ― ― ─ ─ 
 

─ 
 

― 

合計 ─ ─ ─ (△65) ― ― ― (49) ― ― ― (4)

区分 種類

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日現在)

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日現在)

前連結会計年度 
(平成19年３月31日現在)

契約額等 
(百万円)

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 

(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等 
のうち 
１年超 

(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引 
以外の取引

オプション 
取引

 買建 
 キャップ

345
(15)

345
(15)

― 
2

― 
△13

369
(16)

― ― 
―

― 
△16

357
(16)

― ― 
―

― 
△15



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

項目
計測機器 
(百万円)

医用機器 
(百万円)

航空・産業
機器 

(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

 売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

69,397 23,504 24,664 2,408 119,973 ― 119,973

(2) セグメント間の内部 
  売上高

125 ― 22 504 652 (652) ―

計 69,522 23,504 24,686 2,912 120,626 (652) 119,973

 営業費用 57,780 22,285 22,928 1,958 104,953 3,769 108,722

 営業利益 11,741 1,219 1,757 954 15,673 (4,421) 11,251

項目
計測機器 
(百万円)

医用機器 
(百万円)

航空・産業
機器 

(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

 売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

75,361 25,572 33,792 3,550 138,276 ― 138,276

(2) セグメント間の内部 
  売上高

88 108 22 471 690 (690) ―

計 75,450 25,680 33,814 4,021 138,966 (690) 138,276

 営業費用 63,689 24,735 30,189 3,211 121,825 4,040 125,866

 営業利益 11,760 945 3,625 809 17,140 (4,731) 12,409

項目
計測機器 
(百万円)

医用機器 
(百万円)

航空・産業
機器 

(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

 売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

149,401 50,112 57,041 5,875 262,431 ― 262,431

(2) セグメント間の内部 
  売上高

319 25 77 1,016 1,438 (1,438) ―

計 149,721 50,137 57,119 6,892 263,870 (1,438) 262,431

 営業費用 123,601 47,999 52,909 5,064 229,574 7,575 237,150

 営業利益 26,119 2,138 4,210 1,827 34,295 (9,014) 25,280



(注) １ 事業区分の方法および各区分に属する主要な製品の名称 

  事業区分は、製品の市場における使用目的等に応じて、計測機器事業、医用機器事業、航空・産業機器事

業、その他の事業に区分しています。 

   各事業区分に属する主要な製品等の名称 

 
  
２ 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の

項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、それぞれ 4,426百万円、4,737百万円および 9,025百万円であ

り、その主なものは、当社の基礎的試験研究費、企業イメージ広告に要した費用および総務・経理・人事部

門等の管理部門に係る費用であります。 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価償

却資産の減価償却の方法 ① 有形固定資産 (会計方針の変更)」に記載の通り、当社および一部の国内連結

子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。この結果、従来の方法によった

場合と比較すると、当中間連結会計期間の各セグメントに与える影響はつぎのとおりであります。計測機器

事業で営業費用は 16百万円増加し、営業利益は同額少なく計上されています。医用機器事業で営業費用は

２百万円増加し、営業利益は同額少なく計上されています。航空・産業機器事業で営業費用は 13百万円増

加し、営業利益は同額少なく計上されています。全社で営業費用は８百万円増加し、営業利益は同額少なく

計上されています。 

また、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な

減価償却資産の減価償却の方法 ① 有形固定資産 (追加情報)」に記載の通り、当社および一部の国内連結

子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上して

います。この結果、従来の方法によった場合と比較すると、当中間連結会計期間の各セグメントに与える影

響はつぎのとおりであります。計測機器事業で営業費用は 28百万円増加し、営業利益は同額少なく計上さ

れています。医用機器事業で営業費用は 17百万円増加し、営業利益は同額少なく計上されています。航

空・産業機器事業で営業費用は 38百万円増加し、営業利益は同額少なく計上されています。その他事業で

営業費用は２百万円増加し、営業利益は同額少なく計上されています。全社で営業費用は８百万円増加し、

営業利益は同額少なく計上されています。 

事業区分 主要製品等

計測機器

光分析装置、表面分析装置、表面観察装置、質量分析計、クロマト分析装置、熱

分析装置、臨床化学検査機器、遺伝子解析装置、タンパク質解析装置、バイオ試

薬、はかり、粉粒体測定器、磁気応用計測機器、環境測定機器、プロセス計測制

御計器、プロセス分析機器、環境関連計装システム、材料試験機、構造物試験

機、工業用Ｘ線検査装置、動釣合試験機、光学デバイス、小形分光器、レーザ機

器

医用機器

診断用Ｘ線装置、医用Ｘ線ＣＴ装置、診断用核医学装置、磁気共鳴画像診断装

置、超音波画像診断装置、放射線治療用関連装置、その他の治療用・手術用機

器、医療情報システム

航空・産業機器

宇宙関連機器、航空機搭載電子機器、航空機搭載機械機器、地上支援器材、磁気

ヘッド成膜装置、太陽電池成膜装置、液晶パネル製造装置、液晶パネル検査装

置、真空機器、液送機器、油圧機器、情報機器、ガラス繊維巻取機、真空熱処理

機器

その他 不動産賃貸、不動産管理、ソフトウェア開発、製品設計、建設舗床業 等

 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

 
３ 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の

項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、それぞれ 4,426百万円、4,737百万円および 9,025百万円であ

り、その主なものは、当社の基礎的試験研究費、企業イメージ広告に要した費用および総務・経理・人事部

門等の管理部門に係る費用であります。 

項目
日本 

(百万円)
米州 

(百万円)
欧州

(百万円)

アジア
オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

 売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

85,934 9,780 7,971 16,287 119,973 ― 119,973

(2) セグメント間の 
  内部売上高

16,019 3,072 1,325 1,638 22,056 (22,056) ―

計 101,953 12,853 9,296 17,926 142,030 (22,056) 119,973

 営業費用 89,682 12,302 8,834 16,379 127,198 (18,476) 108,722

 営業利益 12,271 550 462 1,546 14,831 (3,579) 11,251

 

項目
日本 

(百万円)
米州 

(百万円)
欧州

(百万円)

アジア
オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

 売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

95,339 13,517 10,100 19,319 138,276 ― 138,276

(2) セグメント間の 
  内部売上高

18,056 3,588 1,119 1,723 24,487 (24,487) ―

計 113,395 17,105 11,220 21,042 162,764 (24,487) 138,276

 営業費用 99,775 16,144 10,418 19,034 145,373 (19,506) 125,866

 営業利益 13,620 961 801 2,007 17,390 (4,981) 12,409

 

項目
日本 

(百万円)
米州 

(百万円)
欧州

(百万円)

アジア
オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

 売上高

(1) 外部顧客に対する 
  売上高

187,955 21,633 18,047 34,794 262,431 ― 262,431

(2) セグメント間の 
  内部売上高

34,987 5,742 2,325 3,083 46,139 (46,139) ―

計 222,943 27,376 20,373 37,878 308,571 (46,139) 262,431

 営業費用 195,553 26,194 18,810 34,306 274,865 (37,715) 237,150

 営業利益 27,389 1,181 1,562 3,571 33,705 (8,424) 25,280

米州 :アメリカ

欧州 :イギリス、ドイツ

アジア・オセアニア :中国、東南アジア諸国、オーストラリア



４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価償

却資産の減価償却の方法 ① 有形固定資産 (会計方針の変更)」に記載の通り、当社および一部の国内連結

子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。この結果、従来の方法によった

場合と比較すると、当中間連結会計期間の各セグメントに与える影響はつぎのとおりであります。日本で営

業費用は 34百万円増加し、営業利益は同額少なく計上されています。全社で営業費用は８百万円増加し、

営業利益は同額少なく計上されています。 

また、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な

減価償却資産の減価償却の方法 ① 有形固定資産 (追加情報)」に記載の通り、当社および一部の国内連結

子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上して

います。この結果、従来の方法によった場合と比較すると、当中間連結会計期間の各セグメントに与える影

響はつぎのとおりであります。日本で営業費用は 86百万円増加し、営業利益は同額少なく計上されていま

す。全社で営業費用は８百万円増加し、営業利益は同額少なく計上されています。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

 
３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

 

項目 米州 欧州
アジア

オセアニア
計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 11,646 7,815 24,751 44,213

Ⅱ 連結売上高(百万円) 119,973

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

9.7 6.5 20.7 36.9

項目 米州 欧州
アジア

オセアニア
計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 14,740 10,081 30,955 55,778

Ⅱ 連結売上高(百万円) 138,276

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.6 7.3 22.4 40.3

項目 米州 欧州
アジア

オセアニア
計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 25,738 17,934 50,776 94,449

Ⅱ 連結売上高(百万円) 262,431

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

9.8 6.8 19.4 36.0

米州 :アメリカ

欧州 :イギリス、ドイツ

アジア・オセアニア :中国、東南アジア諸国、オーストラリア



(１株当たり情報) 

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

   ２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、つぎのとおりです。 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 452.26円 １株当たり純資産額 500.57円 １株当たり純資産額 479.60円

１株当たり中間純利益 19.60円 １株当たり中間純利益 22.30円 １株当たり当期純利益 45.30円

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

＜１株当たり中間(当期)純利益＞

中間(当期)純利益 (百万円) 5,790 6,585 13,379

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期) 
純利益

(百万円) 5,790 6,585 13,379

普通株式の期中平均株式数 (千株) 295,406 295,275 295,373

 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日現在)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,199 3,741 5,038

 ２ 受取手形 ※1 20,367 19,452 21,656

 ３ 売掛金 40,707 42,964 45,672

 ４ たな卸資産 42,790 40,055 39,885

 ５ その他 ※6 10,519 12,167 12,263

   貸倒引当金 △460 △223 △236

   流動資産合計 119,123 53.4 118,158 52.2 124,281 54.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※2、3

  (1) 建物 24,239 27,394 27,351

  (2) 土地 18,168 18,169 18,169

  (3) その他 11,142 12,006 9,783

計 53,551 57,570 55,304

 ２ 無形固定資産 2,321 3,978 3,213

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 14,444 14,831 14,954

  (2) 関係会社株式 15,965 13,774 13,507

  (3) 繰延税金資産 12,157 ― 10,742

  (4) その他 5,572 18,326 7,246

    貸倒引当金 △241 △245 △225

計 47,898 46,686 46,226

   固定資産合計 103,771 46.6 108,236 47.8 104,744 45.7

   資産合計 222,895 100.0 226,394 100.0 229,025 100.0



前中間会計期間末

(平成18年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日現在)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※1 10,266 1,791 4,297

 ２ 買掛金 28,315 34,846 36,408

 ３ 短期借入金 5,828 8,063 8,177

 ４ １年内償還予定 
   の社債

― 15,000 ―

 ５ 未払金 ― 12,592 9,992

 ６ 賞与引当金 3,095 3,161 3,309

 ７ 役員賞与引当金 83 98 166

 ８ その他 ※1、3 15,522 5,852 8,330

   流動負債合計 63,110 28.3 81,406 36.0 70,682 30.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 25,000 10,000 25,000

 ２ 長期借入金 306 191 229

 ３ 長期預り金 ※3 6,735 ― 6,637

 ４ 退職給付引当金 15,534 14,427 15,344

 ５ 役員退職慰労金 
   引当金

538 ― 592

 ６ その他 ※3 ― 6,767 ―

   固定負債合計 48,115 21.6 31,386 13.8 47,803 20.9

   負債合計 111,225 49.9 112,793 49.8 118,485 51.7



前中間会計期間末

(平成18年９月30日現在)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日現在)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 26,648 12.0 26,648 11.8 26,648 11.6

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 35,188 35,188 35,188

   資本剰余金合計 35,188 15.8 35,188 15.5 35,188 15.4

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 4,206 4,206 4,206

  (2) その他利益剰余金

    特定資産買換 
    圧縮積立金

455 455 455

    別途積立金 24,330 24,330 24,330

    繰越利益剰余金 16,080 18,135 14,719

   利益剰余金合計 45,071 20.2 47,126 20.8 43,710 19.1

 ４ 自己株式 △344 △0.2 △493 △0.2 △419 △0.2

   株主資本合計 106,564 47.8 108,470 47.9 105,129 45.9

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

5,105 5,130 5,410

   評価・換算差額等 
   合計

5,105 2.3 5,130 2.3 5,410 2.4

   純資産合計 111,669 50.1 113,601 50.2 110,539 48.3

   負債純資産合計 222,895 100.0 226,394 100.0 229,025 100.0



② 【中間損益計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 79,234 100.0 83,022 100.0 170,773 100.0

Ⅱ 売上原価 53,053 67.0 56,278 67.8 116,411 68.2

   売上総利益 26,181 33.0 26,744 32.2 54,362 31.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 20,898 26.3 21,453 25.8 42,823 25.0

   営業利益 5,282 6.7 5,290 6.4 11,539 6.8

Ⅳ 営業外収益 ※1 2,301 2.9 3,174 3.8 3,586 2.1

Ⅴ 営業外費用 ※2 1,838 2.3 2,192 2.6 3,470 2.1

   経常利益 5,745 7.3 6,273 7.6 11,655 6.8

Ⅵ 特別利益

 １ 子会社清算益 ― 246 ―

 ２ 貸倒引当金戻入益 206 ― 206

 ３ 投資有価証券売却益 53 ― 53

 ４ 固定資産売却益 ※3 ― 260 0.3 ― 246 0.3 1 261 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※4 86 288 324

 ２ 投資有価証券評価損 107 1 120

 ３ 過年度特許料 534 ― 534

 ４ 子会社株式評価損 ― 729 0.9 ― 290 0.4 2,589 3,569 2.1

   税引前中間(当期)純利益 5,277 6.7 6,229 7.5 8,347 4.9

   法人税、住民税及び 
   事業税

713 1,072 3,254

   法人税等調整額 912 1,626 2.1 412 1,485 1.8 1,768 5,023 3.0

   中間(当期)純利益 3,651 4.6 4,744 5.7 3,324 1.9



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
(注)平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本
評価・ 
換算 
差額等

純資産
合計

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計

その他 
有価証券 
評価 
差額金資本

準備金
利益 

準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金 
合計

特定資産
買換圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日 
   残高(百万円)

26,648 35,188 4,206 455 24,330 13,629 42,621 △ 304 104,154 5,668 109,822

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当(注) △1,033 △1,033 △1,033 △1,033

 利益処分による 
 役員賞与(注)

△ 166 △ 166 △ 166 △ 166

 中間純利益 3,651 3,651 3,651 3,651

 自己株式の取得 ― △ 40 △ 40 △ 40

 株主資本以外の 
 項目の中間会計 
 期間中の変動額 
 (純額)

― ― △ 562 △ 562

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― ― ― ― 2,450 2,450 △ 40 2,410 △ 562 1,847

平成18年９月30日 
   残高(百万円)

26,648 35,188 4,206 455 24,330 16,080 45,071 △ 344 106,564 5,105 111,669



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

株主資本
評価・ 
換算 

差額等

純資産
合計

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計

その他 
有価証券 
評価 

差額金資本
準備金

利益 
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金 
合計

特定資産
買換圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日 
   残高(百万円)

26,648 35,188 4,206 455 24,330 14,719 43,710 △ 419 105,129 5,410 110,539

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当 △ 1,328 △ 1,328 △ 1,328 △ 1,328

 中間純利益 4,744 4,744 4,744 4,744

 自己株式の取得 ― △  73 △  73 △  73

 株主資本以外の 
 項目の中間会計 
 期間中の変動額 
 (純額)

― ― △  280 △  280

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― ― ― ― 3,415 3,415 △  73 3,341 △  280 3,061

平成19年９月30日 
   残高(百万円)

26,648 35,188 4,206 455 24,330 18,135 47,126 △ 493 108,470 5,130 113,601



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) 平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本
評価・ 
換算 

差額等

純資産
合計

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計

その他 
有価証券 
評価 

差額金資本
準備金

利益 
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金 
合計

特定資産
買換圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日 
    残高(百万円)

26,648 35,188 4,206 455 24,330 13,629 42,621 △ 304 104,154 5,668 109,822

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △1,033 △1,033 △1,033 △1,033

 剰余金の配当 △1,033 △1,033 △1,033 △1,033

 利益処分による 
 役員賞与(注)

△  166 △ 166 △ 166 △ 166

 当期純利益 3,324 3,324 3,324 3,324

 自己株式の取得 ― △  114 △ 114 △ 114

 株主資本以外の 
 項目の事業年度 
 中の変動額 
 (純額)

― ― △ 257 △ 257

事業年度中の 
変動額合計(百万円)

― ― ― ― ― 1,089 1,089 △ 114 975 △ 257 717

平成19年３月31日 
   残高(百万円)

26,648 35,188 4,206 455 24,330 14,719 43,710 △ 419 105,129 5,410 110,539



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式および関連会

社株式

移動平均法による原価法

によっています。

１ 資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式および関連会

社株式

同左

１ 資産の評価基準および評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式および関連会

社株式

同左

② その他有価証券

時価のあるもの：

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法によって

います。(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定していま

す。)

② その他有価証券

時価のあるもの：

同左

② その他有価証券

時価のあるもの：

期末日の市場価格等に基

づく時価法によっていま

す。(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定しています。)

時価のないもの： 

移動平均法による原価法

によっています。

時価のないもの： 

同左

時価のないもの： 

同左

(2) デリバティブ

時価法によっています。

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

 

(3) たな卸資産

製品、半製品、原材料、貯

蔵品は移動平均法による原

価法、仕掛品は個別法によ

る原価法によっています。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっています。

ただし、建物については定

額法によっています。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ６～50年

その他

(構築物) ３～75年

(機械装置) ６～17年

(車輌運搬具) ４～７年

(工具器具備品) ２～15年
 

(3) たな卸資産

同左

 
 
 
 
 

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっています。

ただし、建物については定

額法によっています。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ６～50年

その他

(構築物) ３～75年

(機械装置) ６～17年

(車輌運搬具) ４～７年

(工具器具備品) ２～15年

 (会計方針の変更) 

当社は、法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しています。この変更

に伴い、従来の方法によった場

合と比較して、営業利益が35百

万円、経常利益および税引前中

間純利益がそれぞれ36百万円減

少しています。

 

(3) たな卸資産

同左

 
 
 
 

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっています。

ただし、建物については定

額法によっています。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ６～50年

その他

(構築物) ３～75年

(機械装置) ６～17年

(車輌運搬具) ４～７年

(工具器具備品) ２～15年



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (追加情報) 

当社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取

得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年

度の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上し

ています。この変更に伴い、従

来の方法によった場合と比較し

て、営業利益が81百万円、経常

利益および税引前中間純利益が

それぞれ86百万円減少していま

す。

(2) 無形固定資産

定額法によっています。

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、自社にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっていま

す。 

 

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しています。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に充てる

ため、支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計

上しています。

(3) 役員賞与引当金

役員の賞与支給に充てるた

め、当事業年度に係る支給

見込額に基づき、当中間会

計期間の負担額を計上して

います。

(2) 賞与引当金

同左

 
 
 
 

(3) 役員賞与引当金 

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与支給に充てる

ため、支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上し

ています。

(3) 役員賞与引当金

役員の賞与支給に充てるた

め、支給見込額のうち当事

業年度の負担額を計上して

います。



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しています。

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により費用

処理しています。

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により

翌事業年度から費用処理す

ることにしています。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上

しています。

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により費用

処理しています。

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により

翌事業年度から費用処理す

ることにしています。

(5) 役員退職慰労金引当金

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

当中間会計期間末要支給額

を計上しています。

(5) 役員退職慰労金引当金

   (追加情報)

当社は、平成19年５月10日

開催の取締役会において第

144期定時株主総会終結の時

をもって役員退職慰労金制

度を廃止する事を決議しま

した。また、従来の役員退

職慰労金制度に基づく制度

廃止日(同定時株主総会終結

日)までの在任期間に応じた

役員退職慰労金について

は、同定時株主総会で打切

り支給の議案を決議してお

り、支給の時期は取締役お

よび監査役のそれぞれの退

任時としています。 

そのため、前事業年度末に

おいて計上されていた役員

退職慰労金引当金を当中間

会計期間より固定負債の

「その他」に振り替えてい

ます。なお、当中会計期間

末において固定負債の「そ

の他」に含まれている役員

退職慰労金の未払額は463百

万円です。

(5) 役員退職慰労金引当金

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

当事業年度末要支給額を計

上しています。



 
  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しています。

５ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ています。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

 

 

 

 

５ リース取引の処理方法

同左

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しています。

５ リース取引の処理方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 ① 消費税等の会計処理は税抜

方式によっています。

 ② 連結納税制度を適用してい

ます。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 ① 同左 

 

 ② 同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 ① 同左 

 

 ② 同左

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 役員賞与に関する会計基準 

当中間会計期間から「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第４号)を適用

しています。この結果、従来の

方法に比べて、営業利益、経常

利益および税引前中間純利益

が、それぞれ83百万円減少して

います。

     ────── １ 役員賞与に関する会計基準 

当事業年度から「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年11月29日 企業

会計基準第４号)を適用してい

ます。この結果、従来の方法に

比べて、営業利益、経常利益お

よび税引前当期純利益が、それ

ぞれ166百万円減少していま

す。



 
  

表示方法の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２ 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等 

当中間会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号)および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第

８号)を適用しています。これ

による損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は111,669百

万円であります。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財

務諸表等規則により作成してい

ます。

     ────── ２ 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等 

当事業年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準

第５号)および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しています。これに

よる損益に与える影響はありま

せん。 

なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は110,539百

万円であります。 

財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における財務諸表

は、改正後の財務諸表等規則に

より作成しています。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

  

────────

(中間貸借対照表)

１ 繰延税金資産

前中間会計期間末に区分掲記していた固定資産の

「繰延税金資産」(当中間会計期間末10,597百万

円)は、資産の総額の100分の５以下であるため、

固定資産の「その他」に含めて表示しています。

２ 未払金

流動負債の「未払金」は、負債および純資産の合

計額の100分の５を超えたため、区分掲記していま

す。なお、前中間会計期間末における当該科目の

金額は7,592百万円であります。

３ 長期預り金

前中間会計期間末に区分掲記していた「長期預り

金」(当中間会計期間末6,303百万円)は負債および

純資産の合計額の100分の５以下であるため、当中

間会計期間より発生した「長期未払金」(当中間会

計期間末463百万円)と合算し、「その他」として

表示しています。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日現在)

前事業年度 
(平成19年３月31日現在)

※１ 中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日を

もって決済処理をしていま

す。 

なお、当中間期末日は金融機

関の休日であったため、つぎ

の中間期末日満期手形が中間

期末残高に含まれています。

受取手形 2,709百万円

支払手形 1,672

流動負債・ 
その他(設備 
関係支払手形)

829

※１ 中間期末日満期手形の会計処

理については、手形交換日を

もって決済処理をしていま

す。 

なお、当中間期末日は金融機

関の休日であったため、つぎ

の中間期末日満期手形が中間

期末残高に含まれています。

受取手形 2,093百万円

支払手形 166

流動負債・
その他(設備 
関係支払手形)

70  

※１ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理をしています。 

なお、当期末日は金融機関の

休日であったため、つぎの期

末日満期手形が当期末残高に

含まれています。

受取手形 1,461百万円

支払手形 769

流動負債・
その他(設備 
関係支払手形)

421

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額      49,623百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額      50,397百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額      49,948百万円

※３ つぎの資産を流動負債・その

他(預り金)431百万円、長期

預り金6,735百万円の担保に

供しています。

建物      5,468百万円

※３ つぎの資産を流動負債・その

他(預り金)431百万円、固定

負債・その他(長期預り金)

6,303百万円の担保に供して

います。

建物      5,211百万円

※３ つぎの資産を流動負債・その

他(預り金)431百万円、長期

預り金6,637百万円の担保に

供しています。

建物      5,340百万円

 ４ 偶発債務(債務保証)

(1) (株)京都環境保全公社の銀

行借入金    679百万円

なお、(株)京都環境保全公

社の銀行借入金について

は、他社６社を含めた７社

による連帯保証であり、そ

の全額を記載しています。

また、連帯保証会社７社間

の協定に基づく当社の負担

額は97百万円であります。

 ４ 偶発債務(債務保証)

(1) (株)京都環境保全公社の銀

行借入金    574百万円

なお、(株)京都環境保全公

社の銀行借入金について

は、他社６社を含めた７社

による連帯保証であり、そ

の全額を記載しています。

また、連帯保証会社７社間

の協定に基づく当社の負担

額は82百万円であります。

 ４ 偶発債務(債務保証)

(1) (株)京都環境保全公社の銀

行借入金    574百万円

なお、(株)京都環境保全公

社の銀行借入金について

は、他社６社を含めた７社

による連帯保証であり、そ

の全額を記載しています。

また、連帯保証会社７社間

の協定に基づく当社の負担

額は82百万円であります。

(2) 従業員に対する銀行の住宅

融資      21百万円

(2) 従業員に対する銀行の住宅

融資      15百万円

(2) 従業員に対する銀行の住宅

融資      19百万円

 ５ 受取手形割引高  550百万円  ５ 受取手形割引高  550百万円  ５ 受取手形割引高  599百万円

※６ 消費税等の取扱い 

仮受消費税等と仮払消費税等

との相殺後の金額206百万円

が、流動資産の「その他」に

含まれています。

※６ 消費税等の取扱い 

仮受消費税等と仮払消費税等

との相殺後の金額125百万円

が、流動資産の「その他」に

含まれています。

──────



次へ 

(中間損益計算書関係) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 25百万円

受取配当金 1,349

不動産等賃貸料 444

為替差益 52

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 41百万円

受取配当金 2,120

不動産等賃貸料 492

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 98百万円

受取配当金 1,585

不動産等賃貸料 895

 

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 45百万円

社債利息 147

たな卸資産処分
損

535

不動産等賃貸諸
経費

265

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 88百万円

社債利息 146

たな卸資産処分
損

628

不動産等賃貸諸
経費

350

為替差損 218

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 108百万円

社債利息 293

たな卸資産処分
損

1,242

不動産等賃貸諸
経費

554

為替差損 4

※３   ────── ※３   ──────

 

※３ 固定資産売却益の内容はつぎ

のとおりであります。

車両運搬具ほか １百万円

 

※４ 固定資産処分損の内容はつぎ

のとおりであります。

建物 27百万円

有形固定資産・ 
その他(構築物)

5

有形固定資産・ 
その他(機械装置)

3

有形固定資産・ 
その他(工具器具
備品)

49

合計 86

※４ 固定資産処分損の内容はつぎ

のとおりであります。

建物 207百万円

有形固定資産・
その他(構築物)

19

有形固定資産・
その他(機械装置)

18

有形固定資産・
その他(車両運搬
具)

10

有形固定資産・
その他(工具器具
備品)

31

合計 288

 

※４ 固定資産処分損の内容はつぎ

のとおりであります。

建物 137百万円

有形固定資産・ 
その他(構築物)

6

有形固定資産・ 
その他(機械装置)

56

有形固定資産・ 
その他(工具器具
備品)

124

合計 324

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,503百万円

無形固定資産 242

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,839百万円

無形固定資産 229

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 3,246 百万円

無形固定資産 462



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加48,758株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加59,723株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注)普通株式の自己株式の株式数の増加121,748株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

自己株式

 普通株式 643,251 48,758 ― 692,009

前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

自己株式

 普通株式 764,999 59,723 ― 824,722

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

自己株式

 普通株式 643,251 121,748 ― 764,999



(リース取引関係) 

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価の

あるものは所有していません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側）

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側）

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側）

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび中間期末残高相当額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

有形固定資

産・その他
951 424 526

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび中間期末残高相当額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

有形固定資

産・その他
911 481 430

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額お

よび期末残高相当額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高

相当額 

(百万円)

有形固定資

産・その他
916 418 497

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 182 百万円

１年超 343

合計 526

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 182 百万円

１年超 248

合計 430

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 188 百万円

１年超 309

合計 497

(3) 支払リース料および減価償却

費相当額

支払リース料 107 百万円

減価償却費相当額 107

(3) 支払リース料および減価償却

費相当額

支払リース料 100 百万円

減価償却費相当額 100

(3) 支払リース料および減価償却

費相当額

支払リース料 201 百万円

減価償却費相当額 201

(4) 減価償却費相当額の算定方法

定額法

なお、上記のうち、取得価額

相当額、未経過リース料中間

期末残高相当額の算定は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によっていま

す。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

定額法

なお、上記のうち、取得価額

相当額、未経過リース料期末

残高相当額の算定は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法によっています。

２ オペレーティング・リース取引

(貸主側)

  未経過リース料

１年内 950 百万円

１年超 6,016

合計 6,966

２ オペレーティング・リース取引

(貸主側)

  未経過リース料

１年内 963 百万円

１年超 5,080

合計 6,043

２ オペレーティング・リース取引

(貸主側)

  未経過リース料

１年内 968 百万円

１年超 5,560

合計 6,528



(2)【その他】 

中間配当 

平成19年11月９日開催の取締役会において、つぎのとおり中間配当を行う旨決議しました。 

 
③支払請求の効力発生日および支払開始日 平成19年12月10日 

(注)平成19年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 

①中間配当金の総額 1,180,982,020円

②１株当たりの金額  ４円00銭



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、つぎの書類を提出しています。 

  

 
  

  

(1) 
 

有価証券報告書 
およびその添付書類

事業年度 
(第144期)

自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

平成19年６月29日
関東財務局長に提出。

(2)
有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
（第144期）

自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

平成19年７月27日
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 島津製作所 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社島津製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社島津製作所及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  

 

平成18年12月８日

取 締 役 会  御 中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋  一  浩  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  本  眞  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しています。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 島津製作所 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社島津製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社島津製作所及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  

 

平成19年12月７日

取 締 役 会  御 中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋  一  浩  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  本  眞  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しています。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 島津製作所 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社島津製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第144期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社島津製作所の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 

平成18年12月８日

取 締 役 会  御 中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋  一  浩  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  本  眞  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しています。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 島津製作所 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社島津製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第145期事業年度の中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社島津製作所の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

 

平成19年12月７日

取 締 役 会  御 中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  高  橋  一  浩  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  本  眞  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しています。
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